
（別紙）

選定基準 審査項目 審査内容 審査書類

①団体から提案された管理の方針が設置目的や府の方針に
沿っているか。

②施設の設置目的を理解しているか。

③指定管理者の役割を理解しているか。

①平等な利用を図るための具体的手法が確保されている
か。

②事業等の内容に利用者の特定化などの偏りがないか。

③利用者本位のサービスが提供されているか。

①人員体制は十分か。
（専門職の確保、管理責任者の確保、職員数の確保の確実
性）

②職員の指導育成、研修体制は十分か。

③現在従事している職員の活用計画はどうか。

①経営状況が安全かつ健全なものか。

②事業規模に対して所有する財産の規模が適正であるか。

③財務諸表のバランスがとれているか。

①施設を良好に運営した実績はあるか。

②収支計画書の収入、支出の積算と事業計画書に示してい
る内容との整合性は図られているか、また実現可能性はあ
るか。

③再委託を行う場合の再委託する業務の範囲は適切か。

①災害その他緊急時の危機管理体制が確立されているか。

②事故未然防止の取組や職員の訓練計画等、来館者への安
全管理体制が十分か。

①具体的手法（実現可能性も含め）としての提案になって
いるか。
（利用料金、開館時間、利用申込・利用者決定手続等）
（期待できる効果、内容の適切さ、施設の設備・機能の活
用、持続性）

②トラブル防止や苦情等への対処法が確立されているか。

①具体的手法（実現可能性も含め）としての提案になって
いるか。
（利用者数等の目標設定は妥当か。実現のための利用促進
策について、期待できる効果、内容の適切さ、持続性はど
うか。）

②利用者ニーズの収集・分析及び反映するための体制が実
効性ある提案になっているか。

・適切な利用料金設定
①利用料金の設定が実現可能性があり、かつ利用者にとっ
てより適切で、収支計画等と整合しているか。

5

①設置目的の趣旨に合致し、通常の施設の適正管理に支障
をきたさないものか。

②十分な創意工夫や実現可能性があるか。

③人々の交流の場を創出するとともに、利用者増につなが
るサービスの提供ができる具体的な提案となっているか。

④地域と連携し、地域に貢献する具体的な提案となってい
るか。

・経費の縮減効果

　当該施設の管理運営に係る府の経費

　※指定期間における指定管理料提案額（指定管理料－納付金）を比較

　＜計算式＞【申請者の点数】

　＝30点×(応募があった中で、実現が可能と思われる最低価格)／(申請者の提案価格)

※　府通則条例：京都府の施設の管理等に関する条例(平成17年京都府条例第１号)
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・利用促進、利用者増への取組み
・事業計画書(３）
・自主事業計画書
・利用料金設定表

10

10

・事業計画書(４）
・収支計画書
・自主事業計画書

・人的能力(人員配置・組織体制の妥当
性)

10

・物的能力(経営基盤の安定性)

・業務遂行力(業務実績、団体の信用
性)

・事業計画書(２）
・実施体制表
・再委託予定調書
・団体概要調書
・添付書類

5

10

5
・安全管理(通常時の安全管理、緊急時
の対応力)

合計点数

④
施
設
の
効
率
的
な

管
理

(

府
通
則
条
例
第
４

条
第
３
号

)

30

40

・利用者に対するサービスの向上

・施設の効用を最大限発揮するための
新規事業(自主事業)等の提案力

30

100

③
施
設
の
効
果
的
な
管
理

(

府
通
則
条
例
第
４
条
第
３
号

)

②
安
定
し
た
管
理
能
力

(

府
通
則
条
例
第
４
条
第
２
号

)

・事業計画書(１）
・その他全般

配点

確保で
きない
場合は
失格

①
法
令
遵
守
に
よ
る
適
切
な
管

理

(

府
通
則
条
例
第
４
条
第
１

号

)

・基本方針の妥当性(府方針等の適合
性)

・基本方針の妥当性(府方針等の適合
性)関係法令の遵守、府民の平等な利用
の確保


